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【改訂の概要】  

改 訂 の あ ら ま し 該当頁 

  

平成２４年１２月第５版発行後の、最新の法令・知見・統計数値等に対応した必要な修正

を行った。なお、第 5版に添付していた「平成 26 年労働安全衛生法改正関連〔資料〕」は、

添付不要となる。 

 

主な改訂箇所は次のとおり。 

 

第1章 安全管理 

 ・１（３）イ（ハ）の、災害が発生した場合の責任に関する安全配慮義務等の記述を補充。  

 ・３（２）の、派遣元・派遣先の安衛法の適用事項へのストレスチェックの追加等。 

・４（７）に「見える化」の説明を追加。 

・図 1-9、図 1-10 の災害統計数値の更新。 

・４（１５）に、ストレスチェックの説明を追加。 

第2章 危険性又は有害性等の調査及びその結果に基づき講ずる措置等  

 ・マネジメントシステムの説明がリスクアセスメントの説明の後にあったのを、前に移動

（旧４を１とし、旧１～３を繰り下げた。）。 

 ・冒頭参考の、安衛法第 28 条の 2の更新、第 57 条の 3の追加。 

・３の（３）に、機械ユーザーから機械メーカー等への災害情報等の提供の促進、設計技

術者等に対する機械安全に係る教育の実施の通達紹介を追加。 

・４（２）の、化学物質のリスクアセスメントの記述を法令改正にあわせ更新。 

第3章 安全教育 

 ・３の、「作業標準」「作業手順書」等の用語の整備等。 

第4章 関係法令 

 ・化学物質リスクアセスメント義務化の説明の追加。 

 ・特別教育を必要とする業務の表の更新。 

 ・特別安全衛生改善計画（安衛法第 78 条）の紹介の追加。 

 ・計画の届出をすべき対象の表の更新。 

 ・労働者派遣法の概要の構成の整備。 

関係資料 

 ・資料１の、災害等統計数値の更新。 

 ・資料２の、高額労災民事損害賠償事件例の表の更新。 

 ・資料４の、検査・検定が必要な機械等の表の更新。 

 ・資料４の、労働安全衛生法令に基づく自主検査の表の更新。 

 ・資料６の、機械等の規制一覧の表の更新。 

 ・資料１１の、「化学物質等による危険性又は有害性等の調査等に関する指針」の新指針へ

の更新。 
 ・資料１４として、「労働災害の防止のための業務に従事する者に対する能力向上教育に

関する指針（抄）」の掲載追加。 
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